
新
た
な
街
づ
く
り
へ
の
助
言
、
中
核
施
設
等
へ
の
建
設
資
金
の
供
給
�

米
軍
基
地
跡
地
の
再
開
発
に
向
け
た
取
組
み
�

沖
縄
振
興
開
発
金
融
公
庫�

　
企
画
調
査
部
調
査
・
政
策
評
価
課�

　
　
　
　
　
　
課
長 

玉
那
覇
　

通
男�

　
　
　
　
　
調
査
役 

大
　

嶺
　
　
豪�

　
融
資
第
一
部
地
域
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
振
興
班�

　
　
　
　
　
　
課
長 

小
野
　
雅
春
�

　
　
　
上
席
調
査
役 

上
江
洲
　
博
�

【
特
集
】

地
域
金
融
の
い
ま
�

米
軍
基
地
と

過
去
の
軍
用
地
返
還
の
状
況

沖
縄
に
お
け
る
駐
留
軍
用
地
の
返

還
は
復
帰
前
後
か
ら
部
分
的
に
行
わ

れ
て
き
た
が
、
現
在
で
も
県
総
面
積

の
１０
・
２
％
、
沖
縄
本
島
で
は
１８
・

４
％
を
駐
留
軍
用
地
が
占
め
、
県
土

利
用
上
の
大
き
な
制
約
と
な
っ
て
い

る
。
沖
縄
経
済
に
は
、
軍
関
係
雇
用

や
地
代
収
入
に
よ
る
「
基
地
依
存
」

を
指
摘
す
る
声
も
あ
る
が
、
県
民
総

所
得
に
占
め
る
軍
関
係
受
取
の
割
合

は
、
復
帰
時
（
１
９
７
２
年
度
）
の

１５
・
５
％
か
ら
、
２
０
０
７
年
度
に

は
５
・
３
％
と
な
っ
て
お
り
、
基
地

へ
の
経
済
依
存
度
は
低
下
し
て
い
る

（
図
表
１
）。

こ
れ
ま
で
に
返
還
さ
れ
た
駐
留
軍

用
地
跡
地
で
は
、
土
地
区
画
整
理
事

業
・
土
地
改
良
事
業
等
の
公
共
事
業

や
民
間
に
よ
る
開
発
を
通
じ
、
都
市

地
区
の
住
宅
地
や
商
業
地
と
し
て
の

利
用
、
公
園
・
運
動
施
設
等
の
公
共

施
設
の
建
設
、
農
地
の
拡
大
な
ど
が

行
わ
れ
、
地
域
の
振
興
に
大
き
な
役

割
を
果
た
し
て
き
た
。
軍
用
地
跡
地

の
利
用
状
況
を
み
る
と
、
１
９
６
１

年
１
月
か
ら
２
０
０
９
年
３
月
ま
で

に
返
還
さ
れ
た
駐
留
軍
用
地
１
万
２

３
１
３
・
１
�
の
３６
・
４
％
に
あ
た

る
４
４
７
９
・
５
�
で
土
地
区
画
整

理
事
業
、
土
地
改
良
事
業
な
ど
の
公

共
事
業
に
よ
る
整
備
が
実
施
さ
れ
て

い
る
。
ま
た
、
公
共
事
業
に
よ
る
整

備
が
実
施
さ
れ
な
か
っ
た
地
域
を
含

め
、
返
還
面
積
の
３１
・
０
％
に
あ
た

る
３
８
２
２
・
８
�
が
企
業
、
個
人

に
よ
り
利
用
さ
れ
て
い
る
。
な
お
、

返
還
面
積
の
２８
・
７
％
に
あ
た
る
３

沖
縄
公
庫
は
民
間
投
資
の
促
進
と
い
う
政
策
金
融
の
観
点
か
ら
、
軍
用
地
跡
地
に
お
け
る
商
業
施
設
や
住
宅
の
建
設

を
支
援
し
て
き
た
。
本
稿
で
は
、
商
業
施
設
誘
致
型
の
再
開
発
で
、
自
治
大
臣
賞
（
活
力
の
あ
る
ま
ち
づ
く
り
産
業

経
済
部
門
）
を
受
賞
（
２
０
０
０
年
）
し
た
北
谷
町
の
ハ
ン
ビ
ー
地
区
お
よ
び
メ
イ
モ
ス
カ
ラ
ー
地
区
の
再
開
発
プ

ロ
セ
ス
と
沖
縄
公
庫
の
か
か
わ
り
に
つ
い
て
概
説
し
て
い
き
た
い
。
今
後
予
定
さ
れ
る
大
規
模
返
還
を
受
け
た
開
発

事
業
や
交
通
基
盤
の
整
備
で
は
、
民
間
投
資
に
お
い
て
多
額
の
資
金
需
要
が
発
生
す
る
と
見
込
ま
れ
て
お
り
、
跡
地

再
開
発
の
適
切
な
サ
ポ
ー
ト
が
必
要
と
考
え
ら
れ
る
。
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（返還跡地総面積：12,313.1ヘクタール）�

（出所）　沖縄県企画部企画調整課ホームページ�

公共の利用�
20.6％�

企業、個人の利用�
（公共事業の実施あり）�

15.8％�

企業、個人の利用�
（公共事業の実施なし）�

15.3％�自衛隊の利用�
4.0％�

米軍への再提供�
2.6％�

保全地�
28.7％�

利用困難地等�
13.2％�

公共事業による整備�
36.4％�

〈4,479.5ヘクタール〉�

５
２
９
・
５
�
は
、
お
も
に
北
部
地

域
に
お
い
て
、
自
然
環
境
保
全
林

等
、
良
好
な
自
然
環
境
の
保
全
に
利

用
さ
れ
て
い
る
（
図
表
２
）。

跡
地
利
用
の
経
済
効
果
と
し
て
、

後
述
す
る
北
谷
町
の
再
開
発
前
後
の

純
生
産
額
の
変
化
を
み
る
と
、
１
９

８
２
年
度
を
１
０
０
と
す
る
指
数
で

は
、
２
０
０
７
年
度
は
２
７
９
・
８

と
、
沖
縄
県
全
体
の
１
７
４
・
６
を

大
き
く
上
回
っ
て
お
り
、
民
間
投
資

の
促
進
等
、
軍
用
地
跡
地
の
効
果
的

な
活
用
が
地
域
経
済
の
振
興
に
大
き

な
成
果
を
も
た
ら
し
て
い
る
こ
と
が

わ
か
る
（
図
表
３
）。

Ｓ
Ａ
Ｃ
Ｏ
最
終
報
告
（
１
９
９
６

年
１２
月
）
で
は
、
１１
施
設
、
５
０
０

２
�
の
返
還
が
合
意
さ
れ
て
お
り
、

返
還
跡
地
の
効
果
的
な
活
用
は
、
今

後
の
沖
縄
振
興
に
お
い
て
も
重
要
な

課
題
と
な
っ
て
い
る
（
図
表
４
）。

お
お
む
ね
２０
年
後
の
沖
縄
の
あ
る
べ

き
姿
の
実
現
を
図
る
指
針
と
し
て
、

沖
縄
県
が
２
０
１
０
年
３
月
に
策
定

し
た
「
沖
縄
２１
世
紀
ビ
ジ
ョ
ン
」
で

は
、
県
人
口
の
８
割
以
上
が
集
中
す

る
本
島
中
南
部
都
市
圏
に
お
い
て
大

規
模
な
返
還
が
予
定
さ
れ
て
い
る
こ

と
を
ふ
ま
え
、
返
還
跡
地
の
有
効
利

用
と
県
土
構
造
の
再
編
を
「
自
立
経

済
構
築
」
の
大
き
な
柱
と
し
て
取
り

組
む
こ
と
が
掲
げ
ら
れ
て
お
り
、
周

辺
密
集
市
街
地
の
居
住
環
境
の
改

善
、
返
還
跡
地
と
既
成
市
街
地
と
の

一
体
的
な
整
備
、
跡
地
を
活
用
し
た

軌
道
系
の
新
交
通
シ
ス
テ
ム
や
骨
格

的
な
道
路
網
の
整
備
充
実
に
よ
る
都

市
交
通
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
再
編
・
整

備
が
構
想
さ
れ
て
い
る
。

米
軍
基
地
跡
地
再
開
発
の

類
型
（
お
も
な
事
例
）

沖
縄
の
基
地
跡
地
再
開
発
の
類
型

は
、
�
公
共
施
設
等
誘
致
を
中
心
と

し
た
「
公
共
施
設
誘
致
型
」、
�
商

業
施
設
等
誘
致
を
中
心
と
し
た
「
商

業
施
設
誘
致
型
」、
�
両
者
を
合
わ

せ
た
「
公
共
・
商
業
複
合
型
」
に
大

〔図表１〕 県民総所得に対する軍関係受取の割合
（単位 億円、％）

Ｂ／Ａ
（％）

１５．５

５．３

※軍関係受取のうち、「その他」は、米軍基地内での建設工事、テナント業
者の営業活動で得た雇用者の報酬、企業の利益のことであり、２００５年度県
民経済計算から軍関係受取に算入されている。

（出所） 沖縄県企画部「県民経済計算」

軍関係受取

その他
（※）

―

９０

軍用地料

１２３

７７７

軍雇用
者所得

２４０

５２４

米軍等へ
の財・サ
ービスの
提供

４１４

６９７

計 Ｂ

７７７

２，０８８

県民総
所得 Ａ
（旧県民
総支出）

５，０１３

３９，３７９

１９７２年度

２００７年度

〔図表３〕 市町村内純生産の状況（北谷町・沖縄県計） （単位 百万円）

合計

１５，０３２

４２，０５９

（２７９．８）

１，４５３，４１２

２，５３８，０９６

（１７４．６）

（出所） 沖縄県企画部「沖縄県市町村民所得」

うち
サービス業

２，１３０

１７，６２８

（８２７．６）

２２５，５４０

８３１，１１３

（３６８．５）

うち
卸売・小売業

１，５４２

６，０５８

（３９２．９）

２３２，０７３

３１９，１０５

（１３７．５）

第３次
産業

９，６１８

３９，３９８

（４０９．６）

１，０８２，９１０

２，３４５，６０２

（２１６．６）

うち
建設業

５，４４１

５，０２０

（９２．３）

２１９，１５９

２０５，００５

（９３．５）

第２次
産業

５，８８６

５，２６６

（８９．５）

３５３，４０４

２８５，４３７

（８０．８）

第１次
産業

１５５

４９

（３１．６）

７４，２３０

５１，９４０

（７０．０）

１９８２年度

２００７年度

（８２年度＝１００）

１９８２年度

２００７年度

（８２年度＝１００）

北
谷
町

沖
縄
県
計

〔図表２〕 返還跡地整備利用状況（２００９年３月３１日現在）
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別
で
き
る
。
ま
ず
、「
公
共
施
設
誘

致
型
」
と
し
て
は
、
沖
縄
本
島
中
部

う
る
ま
市
に
お
け
る
市
庁
舎
、
学

校
、
商
工
会
等
を
誘
致
し
た
天
願
通

信
所
地
区
（
同
市
み
ど
り
町

事
業

面
積
９７
・
５
�
）
が
あ
げ
ら
れ
る
。

次
に
、「
商
業
施
設
誘
致
型
」
と
し

て
は
、
那
覇
市
小
禄
金
城
地
区
（
同

１
０
８
・
８
�
）
や
沖
縄
市
比
屋
根

地
区
（
同
８７
・
３
�
）
が
あ
り
、
後

述
す
る
北
谷
町
の
北
前
土
地
区
画
整

理
事
業
地
区
（
同
４２
・
５
�
、
以
下

ハ
ン
ビ
ー
地
区
）
お
よ
び
桑
江
土
地

区
画
整
理
事
業
地
区
（
同
２２
・
９

�
、
以
下
メ
イ
モ
ス
カ
ラ
ー
地
区
）

も
「
商
業
施
設
誘
致
型
」
で
あ
る
。

「
公
共
・
商
業
複
合
型
」
と
し
て

は
、
牧
港
住
宅
跡
地
（
那
覇
新
都
心

地
区
、
同
２
１
４
�
）
が
あ
る
が
、

複
合
型
を
さ
ら
に
総
合
的
・
広
域
的

に
融
合
し
た
「
地
域
開
発
型
」
の
事

例
と
い
え
る
。

沖
縄
公
庫
は
、
本
店
関
係
部
署
、

中
部
支
店
（
沖
縄
市
）、
北
部
支
店

（
名
護
市
）
の
３
拠
点
に
お
い
て
、

米
軍
基
地
跡
地
の
再
開
発
を
支
援
し

て
い
る
。
具
体
的
に
は
、
長
期
安
定

し
た
良
質
な
資
金
を
供
給
す
る
総
合

公
庫
と
し
て
の
機
能
を
発
揮
し
、
再

開
発
地
区
内
の
大
型
シ
ョ
ッ
ピ
ン
グ

セ
ン
タ
ー
や
宿
泊
施
設
な
ど
商
業
核

施
設
等
の
大
口
融
資
を
本
店
の
融
資

第
一
部
産
業
開
発
融
資
班
が
担
い
、

商
業
核
施
設
へ
の
入
居
テ
ナ
ン
ト
や

周
辺
商
業
施
設
、
飲
食
店
等
、
中
小

・
小
規
模
事
業
者
向
け
の
融
資
を
融

資
第
一
部
中
小
企
業
融
資
班
、
融
資

第
二
部
生
業
、
生
活
衛
生
融
資
班
、

中
・
北
部
の
両
支
店
が
担
当
し
て
い

る
。
ま
た
、
本
店
の
融
資
第
三
部
住

宅
融
資
班
は
、
一
戸
建
て
住
宅
や
分

譲
マ
ン
シ
ョ
ン
、
賃
貸
住
宅
向
け
の

融
資
を
行
い
、
周
辺
住
環
境
の
整
備

を
促
進
し
て
い
る
。

北
谷
町
に
お
け
る
跡
地

再
開
発
プ
ロ
セ
ス

（
ハ
ン
ビ
ー
・
美
浜
地
区
）

�
北
谷
町
の
米
軍
基
地

広
大
な
嘉
手
納
基
地
に
隣
接
す
る

北
谷
町
は
、
利
便
性
の
よ
い
平
坦
部

が
ほ
と
ん
ど
軍
用
地
と
し
て
接
収
さ

れ
て
お
り
、
返
還
さ
れ
た
地
域
を
除

け
ば
、
依
然
と
し
て
、
住
民
は
基
地

周
辺
狭
隘
地
や
傾
斜
地
で
居
住
せ
ざ

る
を
え
な
い
状
況
に
あ
る
。
町
内
に

あ
る
米
軍
施
設
と
し
て
は
、
嘉
手
納

飛
行
場
３
６
４
�
、
キ
ャ
ン
プ
瑞
慶

覧
２
５
７
�
、
キ
ャ
ン
プ
桑
江
６８

�
、
陸
軍
貯
油
施
設
４０
�
の
４
施
設

が
あ
り
、
町
の
全
面
積
に
占
め
る
軍

用
地
の
割
合
は
５２
・
９
％
と
、
嘉
手

納
町
８２
・
５
％
、
金
武
町
５９
・
３
％

に
次
い
で
高
い
水
準
に
あ
る
（
２
０

０
９
年
３
月
末
現
在
）。
こ
の
よ
う

に
米
軍
基
地
が
町
面
積
の
過
半
を
占

め
る
な
か
、
復
帰
後
、
大
規
模
に
返

還
さ
れ
た
ハ
ン
ビ
ー
地
区
お
よ
び
メ

イ
モ
ス
カ
ラ
ー
地
区
の
再
開
発
、
桑

江
地
先
公
有
水
面
埋
立
造
成
事
業
地

区
（
以
下
美
浜
地
区
）
は
、
地
域
の

再
生
を
図
る
う
え
で
千
載
一
遇
の
チ

ャ
ン
ス
で
あ
っ
た
（
図
表
５
）。

�
ハ
ン
ビ
ー
地
区
の
再
開
発
の
特
性

ハ
ン
ビ
ー
地
区
（
飛
行
場
跡
地
、

１
９
８
１
年
１２
月
完
全
返
還
）
は
、

後
述
の
美
浜
ア
メ
リ
カ
ン
ビ
レ
ッ
ジ

地
区
に
先
立
ち
返
還
軍
用
地
跡
地
利

〔図表４〕 ＳＡＣＯ最終報告における土地の返還等
（２００９年３月末） （単位 ヘクタール）

返還済
面積

０

０

（４８０）

０

５３

１９１

３８

６１

０

０

０

３４３

―

３４３

（注） 安波訓練場については、共同使用解除のため返還面積
などには加算されていない。

（出所） 沖縄県知事公室基地対策課「沖縄県の米軍及び自衛
隊基地」

返還
面積

４８１

３，９８７

（４８０）

６０

５３

１９１

９９

６１

３

５７

８３

５，０７５

�７３

５，００２

施設
面積

４８１

７，５１３

（４８０）

６０

５３

１９１

１０７

６１

２７５

５７

６４８

１１施設

区分

全部

過半

全部

全部

全部

全部

大部分

ほぼ全部

一部

全部

施設名等

普天間飛行場

北部訓練場

安波訓練場

ギンバル訓練場

楚辺通信所

読谷補助飛行場

キャンプ桑江

瀬名波通信施設

牧港補給地区

那覇港湾施設

住宅統合

計

新規提供

合計
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北前土地区画整理事業地区（ハンビー地区）�

フィッシャリーナ整備事業地区�

桑江土地区画整理事業地区（メイモスカラー地区）�

公有水面埋立造成事業地区（美浜地区）�

嘉手納飛行場�

キャンプ瑞慶覧�

キャンプ桑江�

陸軍貯油施設�

用
に
お
い
て
県
内
初
の
成
功
事
例
と

さ
れ
て
い
る
。
開
発
の
手
法
と
し
て

は
、
早
期
の
着
手
・
完
成
を
目
指
す

観
点
か
ら
、
北
谷
町
を
施
行
者
と
す

る
土
地
区
画
整
理
事
業
（
総
事
業
費

２１
億
円
、地
権
者
２
３
８
名
、施
行
期

間：

１
９
８
３
〜
１
９
９
０
年
度
）

と
し
て
進
め
ら
れ
た
。

再
開
発
の
特
性
と
し
て
は
、
�
沖

縄
市
都
市
圏
と
那
覇
市
都
市
圏
の
結

節
点
で
あ
り
、
幹
線
の
国
道
５８
号
に

面
し
た
好
立
地
に
よ
る
市
街
地
の
形

成
、
�
北
谷
町
協
調
に
よ
る
地
主
会

主
導
型
の
実
施
態
勢
、
�
郊
外
型
シ

ョ
ッ
ピ
ン
グ
セ
ン
タ
ー
に
よ
る
商
業

核
の
形
成
、
�
海
浜
と
の
一
体
的
整

備
に
よ
る
レ
ジ
ャ
ー
と
シ
ョ
ッ
ピ
ン

グ
の
融
合
な
ど
が
あ
げ
ら
れ
る
。
ま

た
、
地
区
内
の
用
途
地
域
と
し
て

は
、
大
部
分
が
中
高
層
の
住
居
専
用

地
域
で
あ
り
、
近
隣
商
業
地
域
で
あ

る
地
区
中
央
部
に
大
規
模
シ
ョ
ッ
ピ

ン
グ
セ
ン
タ
ー
を
誘
致
し
た
こ
と
か

ら
、
商
業
核
施
設
周
辺
に
フ
リ
ー
マ

ー
ケ
ッ
ト
が
発
展
し
、
週
末
や
夜
は

地
元
客
・
観
光
客
で
に
ぎ
わ
っ
て
い

る
。

�
メ
イ
モ
ス
カ
ラ
ー
地
区
、
美
浜
地

区
（
美
浜
タ
ウ
ン
リ
ゾ
ー
ト
・
ア
メ

リ
カ
ン
ビ
レ
ッ
ジ
）
の
特
性

メ
イ
モ
ス
カ
ラ
ー
地
区
（
射
撃
訓

練
場
跡
地
、
総
事
業
費
２４
億
円
、
地

権
者
１
４
１
名
、
工
事
期
間：

１
９

８
５
〜
１
９
９
５
年
度
）
は
、
１
９

８
１
年
１２
月
に
返
還
が
な
さ
れ
た

（
跡
地
利
用
開
始
は
４
年
後
）。
当

該
地
区
は
、
施
行
者
を
桑
江
土
地
区

画
整
理
組
合
と
し
、
緑
化
・
景
観
・

建
築
協
定
等
を
取
り
入
れ
た
「
ま
ち

づ
く
り
協
定
」
と
、
建
築
物
の
用

途
、
土
地
利
用
等
を
規
制
し
た
地
区

計
画
を
県
下
で
初
め
て
導
入
し
て
お

り
、
商
業
・
業
務
施
設
を
中
心
と
し

て
都
市
環
境
が
整
備
さ
れ
て
い
る
。

さ
ら
に
、
こ
の
地
区
の
効
率
的
な

土
地
利
用
を
図
る
た
め
、
背
後
地
に

４９
�
の
海
浜
埋
立
事
業
（
事
業
主

体：

北
谷
町
、
事
業
費
５１
億
円
、
工

事
期
間：

１
９
８
６
〜
１
９
８
７
年

度
）
を
同
時
進
行
さ
せ
、
運
動
公
園

や
人
工
ビ
ー
チ
、
住
宅
用
地
な
ど
と

合
わ
せ
て
、
商
業
・
業
務
用
地
１６
・

〔図表５〕 北谷町全図

【特集】地域金融のいま�
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７
�
、
公
共
駐
車
場
用
地
６
�
を
確

保
し
て
「
美
浜
タ
ウ
ン
リ
ゾ
ー
ト
・

ア
メ
リ
カ
ン
ビ
レ
ッ
ジ
」（
以
下
ア

メ
リ
カ
ン
ビ
レ
ッ
ジ
）
を
完
成
さ
せ

て
い
る
。

当
該
地
区
の
開
発
は
、
米
国
カ
リ

フ
ォ
ル
ニ
ア
州
の
サ
ン
デ
ィ
エ
ゴ
市

を
イ
メ
ー
ジ
し
て
お
り
、「
ア
メ
リ

カ
ン
ビ
レ
ッ
ジ
」
と
い
う
テ
ー
マ
に

沿
っ
た
街
づ
く
り
と
な
っ
て
い
る
。

ハ
ー
ド
面
で
は
、
建
物
の
外
観
や
幅

員
３０
�
の
シ
ン
ボ
ル
ロ
ー
ド
、
レ
ン

ガ
や
ウ
ッ
ド
で
整
備
し
た
歩
道
、
植

栽
等
で
ア
メ
リ
カ
ら
し
さ
を
表
現

し
、
ソ
フ
ト
面
で
も
週
末
の
広
場
で

の
歌
や
ダ
ン
ス
の
ア
ト
ラ
ク
シ
ョ
ン

な
ど
の
演
出
に
よ
り
、
地
区
全
体
で

非
日
常
的
な
雰
囲
気
を
醸
し
出
す
と

と
も
に
、
個
性
あ
ふ
れ
る
街
並
み
の

創
出
を
図
っ
て
い
る
。
具
体
的
に

は
、
地
元
客
や
観
光
客
を
引
き
つ
け

る
ゾ
ー
ニ
ン
グ
を
行
い
、
大
型
シ
ョ

ッ
ピ
ン
グ
セ
ン
タ
ー
や
ホ
ー
ム
セ
ン

タ
ー
、
雑
貨
・
飲
食
店
な
ど
の
物
販

の
ほ
か
、
シ
ネ
マ
・
コ
ン
プ
レ
ッ
ク

ス
、
ラ
イ
ブ
ハ
ウ
ス
、
ボ
ウ
リ
ン
グ

場
、
大
型
観
覧
車
な
ど
の
ア
ミ
ュ
ー

ズ
メ
ン
ト
施
設
、
大
型
リ
ゾ
ー
ト
ホ

テ
ル
や
温
泉
な
ど
の
保
養
施
設
を
配

置
す
る
な
ど
に
ぎ
わ
い
の
あ
る
空
間

を
形
成
し
、
隣
接
す
る
運
動
公
園
や

人
工
ビ
ー
チ
等
と
の
相
乗
効
果
で
楽

し
み
な
が
ら
散
策
で
き
る
特
色
の
あ

る
街
づ
く
り
と
な
っ
て
い
る
。

ア
メ
リ
カ
ン
ビ
レ
ッ
ジ
地
区
の
開

発
の
特
性
と
し
て
は
、
�
北
谷
町
が

事
業
主
体
と
な
り
、
ま
と
ま
っ
た
土

地
（
最
低
限
度
１
５
０
０
平
方
�
）

を
公
募
に
よ
り
企
業
へ
処
分
で
き
た

こ
と
、
�
統
一
さ
れ
た
コ
ン
セ
プ
ト

に
基
づ
く
街
づ
く
り
が
で
き
た
こ

と
、
�
地
区
計
画
制
度
の
導
入
に
よ

り
、
民
間
施
設
に
つ
い
て
も
環
境
・

街
並
み
形
成
の
た
め
の
ル
ー
ル
づ
く

り
が
な
さ
れ
た
こ
と
、
�
大
型
の
公

共
駐
車
場
（
１
５
０
０
台
）
の
無
料

開
放
に
よ
る
利
便
性
の
向
上
な
ど
が

あ
げ
ら
れ
る
。

北
谷
町
の
基
地
跡
地
再
開
発

に
お
け
る
沖
縄
公
庫
の
役
割

�
再
開
発
へ
の
助
言
と
建
設
資
金
の

融
資北

谷
町
の
基
地
跡
地
再
開
発
に
お

け
る
沖
縄
公
庫
の
取
組
み
と
し
て

は
、
ま
ず
、
１
９
８
７
年
１２
月
の
ハ

ン
ビ
ー
地
区
の
使
用
収
益
開
始
以

降
、
住
宅
建
設
や
国
道
沿
い
に
立
地

す
る
ロ
ー
ド
サ
イ
ド
型
店
舗
、
商
業

核
施
設
建
設
資
金
の
融
資
を
通
し
て

早
期
の
立
上
げ
を
支
援
し
て
い
る
。

ま
た
、
ア
メ
リ
カ
ン
ビ
レ
ッ
ジ
地

区
の
開
発
に
お
い
て
も
、
１
９
９
５

年
４
月
に
北
谷
町
か
ら
当
該
地
区
の

用
地
処
分
計
画
の
協
力
依
頼
を
受

け
、
北
谷
町
主
催
の
調
整
会
議
に
参

加
す
る
等
、
こ
れ
ま
で
蓄
積
し
て
き

た
地
域
・
市
街
地
再
開
発
の
ノ
ウ
ハ

ウ
を
生
か
し
、
町
へ
企
画
・
構
想
段

階
か
ら
助
言
を
行
う
一
方
、
進
出
企

業
の
事
業
・
資
金
調
達
計
画
へ
の
ア

ド
バ
イ
ス
等
を
通
じ
て
、
資
金
面
の

支
援
を
行
っ
て
い
る
。
と
く
に
エ
リ

ア
内
に
進
出
す
る
核
と
な
る
企
業
に

つ
い
て
は
、
基
本
コ
ン
セ
プ
ト
と
の

整
合
性
、
企
業
の
評
価
、
事
業
の
採

算
性
、
将
来
性
の
評
価
等
を
行
い
、

全
体
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
推
進
を
バ
ッ

ク
ア
ッ
プ
し
て
い
る
。

�
美
浜
地
区
に
お
け
る
融
資
実
績

（
事
業
資
金
１
億
円
以
上
融
資
）

美
浜
地
区
の
立
上
り
期
の
１
９
９

７
〜
２
０
０
１
年
度
に
お
い
て
は
、

物
販
・
飲
食
、
娯
楽
等
１３
企
業
（
社

会
保
険
庁
除
く
）
が
進
出
し
て
い

る
。
沖
縄
公
庫
は
、
こ
の
う
ち
の
主

要
８
社
（
総
事
業
費
１
５
４
・
４
億

円
、
土
地
含
む
）
に
対
し
９５
・
４
億

円
の
融
資
（
融
資
割
合
６１
・
８
％
）

を
実
行
し
て
い
る
。
業
種
別
に
み
る

と
、
商
業
核
施
設
を
含
む
物
販
・
飲

食
施
設
４
社
３７
・
７
億
円
、
ホ
テ
ル

や
ラ
イ
ブ
ハ
ウ
ス
な
ど
４
社
５７
・
７

億
円
と
な
っ
て
い
る
（
図
表
６
）。

〔図表６〕 美浜地区における沖縄公庫
の融資実績（９７～０１年度）

宿泊・
娯楽
（４社）

９，９７４

５，７７０

５７．９

物販・
飲食
（４社）

５，４６５

３，７７０

６８．９

融資先
企業合計
（８社）

１５，４３９

９，５４０

６１．８

総工費
（百万円）

融資額
（百万円）

融資比率
（％）
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100�

120�

140�

160�

180�

200�

98� 99� 00� 01� 02� 03� 04� 05� 06� 07� 08� 09�年度�

住民税（個人）�
固定資産税（土地・建物）�
人口�

09年度固定資産税19.6億円�

09年度住民税11.5億円�

09年人口27.4千人�

98年度固定資産税10.0億円�
98年度住民税8.0億円�
98年人口24.8千人�

�
北
谷
町
地
域
開
発
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

助
言
業
務
協
定

北
谷
町
は
、
美
浜
ア
メ
リ
カ
ン
ビ

レ
ッ
ジ
開
発
が
軌
道
に
乗
っ
た
こ
と

を
受
け
、
同
地
区
に
隣
接
す
る
１４
・

５
�
の
海
浜
を
埋
め
立
て
、「
フ
ィ

ッ
シ
ャ
リ
ー
ナ
整
備
事
業
」（
工
事

期

間：

２
０
０
３
〜
２
０
０
４
年

度
）
を
開
始
し
て
い
る
。
ま
た
、
す

で
に
北
谷
町
庁
舎
が
建
設
さ
れ
て
い

る
「
桑
江
伊
平
土
地
区
画
整
理
事

業
」（
４５
・
８
�
、
施
行
期
間：

２

０
０
３
〜
２
０
１
４
年
度
）
の
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
等
も
動
き
始
め
た
こ
と
か

ら
、
沖
縄
公
庫
は
、
０７
年
５
月
に
北

谷
町
と
地
域
開
発
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
助

言
業
務
協
定
を
締
結
し
、
構
想
・
企

画
段
階
か
ら
支
援
を
行
っ
て
い
る
。

具
体
的
に
は
、
融
資
第
一
部
の
地
域

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
振
興
班
が
窓
口
と
な

り
、
�
地
域
開
発
ノ
ウ
ハ
ウ
の
活
用

に
よ
る
調
査
・
情
報
提
供
、
ア
ド
バ

イ
ス
、
�
政
府
系
金
融
機
関
と
し
て

の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
最
大
限
に
活
用

し
た
公
民
連
携
の
橋
渡
し
、
�
進
出

企
業
へ
の
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
等
の
支
援

に
よ
り
当
該
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
早
期

の
立
上
げ
を
促
進
し
て
い
る
。

�
跡
地
再
開
発
の
経
済
効
果

�
良
好
な
市
街
地
の
形
成

２
０
０
１
年
度
ま
で
に
ハ
ン
ビ
ー

地
区
お
よ
び
美
浜
ア
メ
リ
カ
ン
ビ
レ

ッ
ジ
地
区
の
海
浜
整
備
と
商
業
集
積

が
一
体
的
に
形
成
さ
れ
た
こ
と
な
ど

か
ら
、
０２
年
度
以
降
、
県
外
大
手
マ

ン
シ
ョ
ン
分
譲
業
者
に
よ
る
マ
ン
シ

ョ
ン
建
設
が
活
発
化
し
て
い
る
。
と

く
に
、
０８
年
度
以
降
、
大
型
分
譲
マ

ン
シ
ョ
ン
に
よ
る
土
地
の
高
度
化
利

用
や
周
辺
の
環
境
整
備
が
図
ら
れ
、

バ
ラ
ン
ス
の
と
れ
た
良
好
な
市
街
地

の
形
成
が
図
ら
れ
つ
つ
あ
る
（
図
表

７
）。

�
税
収
増
加

北
谷
町
の
自
主
財
源
で
地
方
税
の

９
割
を
占
め
る
住
民
税
（
個
人
）
と

固
定
資
産
税
（
土
地
・
建
物
）
の
１

９
９
８
〜
２
０
０
９
年
度
ま
で
の
推

移
を
み
る
と
、
住
民
税
は
９８
年
度
の

８
・
０
億
円
か
ら
０９
年
度
１１
・
５
億

円
、
固
定
資
産
税
も
９８
年
度
の
１０
・

０
億
円
か
ら
０９
年
度
１９
・
６
億
円

と
、
そ
れ
ぞ
れ
１
・
４４
倍
、
１
・
９６

倍
の
大
幅
な
増
加
と
な
っ
て
い
る
。

同
じ
期
間
の
北
谷
町
の
人
口
増
加
率

（
１０
・
３
％
増
）
と
の
比
較
か
ら
、

ハ
ン
ビ
ー
地
区
お
よ
び
美
浜
ア
メ
リ

カ
ン
ビ
レ
ッ
ジ
地
区
へ
の

大
型
商
業
施
設
進
出
の
経

済
効
果
が
大
き
く
寄
与
し

て
い
る
こ
と
が
う
か
が
わ

れ
る
（
図
表
８
）。
北
谷

町
の
０９
年
度
の
一
般
会
計

の
歳
入
決
算
（
１
１
８
・

１
億
円
）
に
占
め
る
地
方

税
（
３６
・
２
億
円
）
の
割

合
３０
・
７
％
は
、
近
隣
の

嘉
手
納
町
２４
・
３
％
、
読

谷
村
２１
・
６
％
に
比
べ
高

く
な
っ
て
い
る
。

�
開
発
後
の
推
移

ア
メ
リ
カ
ン
ビ
レ
ッ
ジ

内
に
あ
る
国
民
年
金
福
祉

施
設「
サ
ン
セ
ッ
ト
美
浜
」

（
２
０
０
０
年
開
業
、
１０

年
閉
鎖
、
敷
地
３
・
３

〔図表７〕 ハンビー地区および美
浜地区周辺の分譲マン
ション建設状況

０８～０９

５

５５６

（出所） 北谷町

０２～０７

３

１０３

９０～０１

５

１２７

年 度

棟 数

戸 数

〔図表８〕 北谷町の住民税、固定資産税、人口の推移（基準９８年度＝１００）
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�
）
跡
地
で

は
、
町
内
の
企

業
を
中
心
と
し

た
数
社
に
よ
る

再
開
発
が
行
わ

れ
て
お
り
、
物

販
・
飲
食
、
ラ

イ
ブ
ハ
ウ
ス
、

ホ
テ
ル
な
ど
、

個
性
的
な
商
業

施
設
が
集
積
す

る
「
フ
ァ
ッ
シ

ョ
ン
＆
エ
ン
タ
ー
テ
イ
メ
ン
ト
・
シ

テ
ィ
」
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
が
進
行
し
て

い
る
。
今
年
７
月
に
は
、
第
１
期
工

事
（
物
販
・
飲
食
施
設
、
４
社
合
計

の
土
地
を
含
む
総
事
業
費
約
２８
億

円
）
が
す
で
に
竣
工
し
て
お
り
、
ア

メ
リ
カ
ン
ビ
レ
ッ
ジ
へ
の
さ
ら
な
る

集
客
が
期
待
さ
れ
て
い
る
。
ま
た
、

「
フ
ィ
ッ
シ
ャ
リ
ー
ナ
地
区
」
で
は

町
が
飲
酒
や
喫
煙
、
落
書
な
ど
を
規

制
す
る
「
北
谷
町
フ
ィ
ッ
シ
ャ
リ
ー

ナ
地
区
の
快
適
な
環
境
づ
く
り
条

例
」
を
制
定
し
、
ソ
フ
ト
面
で
も
快

適
な
街
づ
く
り
を
推
進
し
て
い
る
。

他
の
代
表
的
な
返
還
地
区

（
小
禄
金
城
、
那
覇
新
都
心
）

北
谷
町
の
ほ
か
、
軍
用
地
跡
地
利

用
の
代
表
的
な
事
例
と
さ
れ
て
い
る

の
が
、
那
覇
市
の
小
禄
金
城
地
区
お

よ
び
那
覇
新
都
心
地
区
で
あ
る
。

那
覇
空
港
近
く
に
位
置
す
る
小
禄

金
城
地
区
は
、
那
覇
空
軍
・
海
軍
補

助
施
設
と
し
て
使
用
さ
れ
て
い
た

が
、
部
分
的
な
返
還
を
経
て
１
９
８

２
年
に
大
部
分
の
返
還
が
な
さ
れ

（
全
部
返
還
は
８６
年
、
返
還
面
積
計

３
７
８
・
７
�
）、
８３
年
に
土
地
区

画
整
理
事
業
が

開
始
さ
れ
た
。

同
地
区
に
お
い

て
は
、
９３
年
の

郊
外
型
シ
ョ
ッ

ピ
ン
グ
セ
ン
タ

ー
開
店
や
、
０３

年
の
沖
縄
都
市

モ
ノ
レ
ー
ル

（
通
称
、
ゆ
い

レ
ー
ル
）
の
開

通
も
あ
り
、
住

宅
や
商
業
施
設

の
集
積
が
進
ん

で
い
る
。
現
在

の
土
地
の
利
用

割
合
は
、
住
宅
用
地
約
７０
％
、
商
業

業
務
地
約
５
％
、
学
校
施
設
約
１５

％
、
そ
の
他
と
な
っ
て
い
る
。
０６
年

の
事
業
所
数
は
６
２
３
と
９１
年
の
４

・
１５
倍
、
従
業
者
数
は
４
８
５
２
人

と
同
５
・
９５
倍
、
０５
年
の
世
帯
数
は

５
０
７
８
世
帯
と
９０
年
の
２
・
５５

倍
、
人
口
は
１
万
４
２
３
３
人
と
同

２
・
０４
倍
に
拡
大
し
て
い
る
（
図
表

９
）。

那
覇
市
の
中
心
部
に
隣
接
し
、
軍

人
・
軍
属
の
住
宅
地
と
し
て
接
収
さ

れ
て
い
た
牧
港
住
宅
地
区
は
、
部
分

的
な
返
還
を
経
て
、
１
９
８
７
年
に

返
還
が
終
了
（
返
還
面
積
計
１
９
５

・
１
�
）
し
た
後
、
９２
年
か
ら
土
地

区
画
整
理
事
業
が
開
始
さ
れ
、
那
覇

市
の
新
た
な
都
市
拠
点
（
那
覇
新
都

心
）
と
し
て
開
発
が
行
わ
れ
た
。
同

地
区
に
お
い
て
は
、
００
年
ご
ろ
か
ら

行
政
庁
舎
等
の
公
共
施
設
や
商
業
施

設
が
建
設
さ
れ
、
０２
年
の
大
型
シ
ョ

ッ
ピ
ン
グ
セ
ン
タ
ー
開
店
、
０３
年
の

沖
縄
都
市
モ
ノ
レ
ー
ル
開
通
、
０４
年

の
大
型
免
税
店
の
開
業
な
ど
を
受

け
、
急
速
な
発
展
を
遂
げ
て
い
る
。

現
在
の
土
地
の
利
用
割
合
は
、
住
宅

用
地
約
６０
％
、
商
業
業
務
地
約
１０

％
、
学
校
、
文
化
、
行
政
施
設
約
２０

％
、
そ
の
他
と
な
っ
て
い
る
。
０６
年

の
事
業
所
数
は
９
７
６
と
０１
年
の
４

・
９８
倍
、
従
業
者
数
は
、
１
万
３
８

１
９
人
と
同
４
・
６５
倍
、
０５
年
の
世

帯
数
は
８
２
８
０
世
帯
と
００
年
の
７

・
３７
倍
、
人
口
は
１
万
３
２
０
２
人

と
同
４
・
６５
倍
に
拡
大
し
て
い
る

〔図表９〕 事業所・人口の集積状況
（小禄金城地区、那覇新都心地区）

小禄金城地区

人口

６，９６５

１４，２３３

２．０４

１．１１

那覇新都心地区

人口

２，８４０

１３，２０２

４．６５

１．０３

（出所） 総務省統計局「国勢調査」「事業所・企業
統計調査」、那覇市「那覇市統計書」

世帯数

１，９９１

５，０７８

２．５５

１．２４

世帯数

１，１２３

８，２８０

７．３７

１．００

従業員数

８１６

４，８５２

５．９５

１．１９

従業員数

２，９６９

１３，８１９

４．６５

１．０７

事業所数

１５０

６２３

４．１５

１．００

事業所数

１９６

９７６

４．９８

０．９９

１９９０・９１年

２００５・０６年

伸び率（倍）

沖縄県（倍）

２０００・０１年

２００５・０６年

伸び率（倍）

沖縄県（倍）

〔図表１０〕 「ゆいレール」の駅別利用状況 （単位 ％）

首里駅

１１．４

８．４

（出所） 那覇市「那覇市統計書」

おもろまち駅

６．８

１２．１

県庁前駅

１５．２

１２．８

赤嶺駅＋小禄駅

１３．２

１２．６

那覇空港駅

１３．３

１２．５

２００３年

２００８年
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（
図
表
９
）。

ま
た
、
０３
年
に
開
通
し
た
、
沖
縄

都
市
モ
ノ
レ
ー
ル
の
駅
別
利
用
者
数

の
割
合
を
み
る
と
、
小
禄
金
城
地
区

（
赤
嶺
駅
、
小
禄
駅
）
は
１２
・
６

％
、
新
都
心
地
区
（
お
も
ろ
ま
ち

駅
）
は
１２
・
１
％
を
占
め
、
県
庁
前

駅
（
１２
・
８
％
）、
那
覇
空
港
駅

（
１２
・
５
％
）
と
並
ぶ
、
高
い
利
用

者
数
と
な
っ
て
お
り
、
軌
道
系
公
共

交
通
基
盤
の
整
備
と
軍

用
地
跡
地
の
開
発
は
相
乗
的
な
効
果

を
あ
げ
て
い
る
（
図
表
１０
）。

「
嘉
手
納
以
南
」
の

返
還
に
向
け
て

こ
れ
ま
で
述
べ
て
き
た
３
地
区
に

つ
い
て
、
現
行
の
沖
縄
振

興
計
画
の
実
施
期
間
で
あ

る
２
０
０
２
年
度
か
ら
直

近
の
０９
年
度
ま
で
の
融
資

実
績
（
融
資
額
１
億
円
以

上
を
集
計
）
は
、
商
業
施

設
等
の
事
業
系
で
累
計
２６

件
、
１
９
８
億
６
２
０
０

万
円
と
な
っ
て
お
り
、
こ

れ
は
、
対
象
施
設
の
総
工

費
の
６４
・
４
％
に
あ
た
る

（
図
表
１１
）。
ま
た
、
融

資
額
１
億
円
以
上
の
賃
貸

住
宅
に
対
す
る
融
資
実
績

は
０２
年
度
か
ら
０９
年
度
ま

で
の
累
計
で
３９
億
５
５
０

０
万
円
と
な
っ
て
お
り
、

こ
れ
に
よ
り
３
７
７
戸
の

住
宅
整
備
が
行
わ
れ
て
い

る
（
図
表
１２
）。

今
後
も
大
規
模
な
返
還
が
予
定
さ

れ
て
お
り
、
沖
縄
全
体
の
発
展
に
つ

な
が
る
軍
用
地
跡
地
の
効
果
的
な
活

用
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。
そ
の
た

め
、
沖
縄
県
で
は
、
周
辺
市
街
地
と

の
連
携
や
県
内
各
地
域
の
エ
リ
ア
特

性
・
多
様
な
機
能
と
の
連
携
を
ふ
ま

え
た
街
づ
く
り
を
構
想
し
て
い
る
。

こ
う
し
た
軍
用
地
跡
地
に
お
け
る
開

発
事
業
や
、
交
通
基
盤
の
整
備
に
お

い
て
は
、
民
間
投
資
で
も
多
額
の
資

金
需
要
が
発
生
す
る
と
見
込
ま
れ
て

お
り
、
跡
地
再
開
発
の
適
切
な
サ
ポ

ー
ト
が
必
要
と
考
え
ら
れ
る
。

た
ま
な
は

み
ち
お

８６
年
東
京
都
立
大
学
工
学
研
究
科
修

了
、
同
年
入
庫
。
０９
年
か
ら
現
職
。

お
お
み
ね

つ
よ
し

９７
年
横
浜
国
立
大
学
経
済
学
部
卒
、

同
年
入
庫
。
０９
年
か
ら
現
職
。

お
の

ま
さ
は
る

８４
年
琉
球
大
学
法
文
学
部
卒
、
同
年

入
庫
。
１０
年
か
ら
現
職
。

う
え
ず

ひ
ろ
し

９４
年
琉
球
大
学
法
文
学
部
卒
、
同
年

入
庫
。
１０
年
か
ら
現
職
。

〔図表１１〕 駐留軍用地跡地における融資実績（事業系） （単位 件、百万円、％）

累計
３
６０７
５６．９
１，０６７
４

１，９７５
６８．９
２，８６８
１９

１７，２８０
６４．２

２６，９０５
２６

１９，８６２
６４．４

３０，８４０
（注） 融資額１億円以上、建物対象案件

０９年度
０
０
０．０
０
３

１，８２５
６７．５
２，７０３
１
１００
６９．９
１４３
４

１，９２５
６７．６
２，８４６

０８
０
０
０．０
０
０
０
０．０
０
２

７，１００
６９．９

１０，１５２
２

７，１００
６９．９

１０，１５２

０７
０
０
０．０
０
０
０
０．０
０
２
５００
６７．９
７３６
２
５００
６７．９
７３６

０６
０
０
０．０
０
０
０
０．０
０
４

１，６００
７５．３
２，１２５
４

１，６００
７５．３
２，１２５

０５
０
０

０．０
０
１

１５０
９０．９
１６５
０
０

０．０
０
１

１５０
９０．９
１６５

０４
０
０

０．０
０
０
０

０．０
０
３

１，７１０
６３．７
２，６８３
３

１，７１０
６３．７
２，６８３

０３
２

４７７
５２．９
９０２
０
０

０．０
０
５

５，２５０
５３．４
９，８３５
７

５，７２７
５３．３

１０，７３７

２００２
１

１３０
７８．８
１６５
０
０

０．０
０
２

１，０２０
８２．９
１，２３１
３

１，１５０
８２．４
１，３９６

件数
融資額
融資比率
総工費
件数
融資額
融資比率
総工費
件数
融資額
融資比率
総工費
件数
融資額
融資比率
総工費

小禄金城
地区

美浜地区

那覇新都
心地区

３地区
合計

〔図表１２〕 駐留軍用地跡地における融資実績（住宅系） （単位 戸、百万円）

累計

３９

３８４

０

０

３３８

３，５７１

３７７

３，９５５

（注） 融資額１億円以上

０９年度

０

０

０

０

０

０

０

０

０８

０

０

０

０

０

０

０

０

０７

０

０

０

０

８

１３２

８

１３２

０６

０

０

０

０

１２

１４４

１２

１４４

０５

０

０

０

０

６７

６６７

６７

６６７

０４

０

０

０

０

２２

２６９

２２

２６９

０３

２４

２４５

０

０

４６

５３９

７０

７８４

２００２

１５

１３９

０

０

１８３

１，８２０

１９８

１，９５９

戸数

融資額

戸数

融資額

戸数

融資額

戸数

融資額

小禄金城
地区

美浜地区

那覇新都
心地区

３地区
合計
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